
平成２７年度　施策評価シート
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４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 健康福祉事業部 職名 課長 氏名 三溝　隆

所属 健康福祉事業部 職名 部長 氏名 古畑　耕司

基本戦略 子育て世代に選ばれる地域の創造

重点プロジェクト 子どもを産み育てる環境の整備

施策 出産・子育ての負担軽減

目的
子育て中の父母や出産前の家庭に対して、安心して出産できる環境の整備、子どもの健やかな成長や父母の安心をもたらす支援等により、出産、子
育てに対する不安や負担を軽減し、希望を持てる環境を整えます。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値

H25 H26 H27 H28 H29 H29

統計 妊婦基本健診受診率 92.0 ― 93.0

統計 乳幼児健診平均受診率 94.9 ― 96.0

統計 ファミリーサポートセンター事業登録者数 ― 403 480

市民
子育てに対して希望や期待より不安や負担を感じる未出産女性の
割合

― 16.1 減少

市民
子育てに必要な情報を得たり、相談したりすることができると感じる
市民の割合

― 43.2 49.9

市民
子育ての不安や悩みなどを解消するためのサポートがなされていると感じ
る市民の割合

― 32.8 36.0

その他
成果

取り組み① 子どもを産み育てるサポート体制の充実

手段 子どもの健やかな成長と父母に安心をもたらすケアなどの支援を行います。また、安心して子どもを産み、育てることのできる環境づくりを行います。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

母子保健事業 健康づくり課 84,838 予算対応 予算対応 ◎ 拡充 拡大 ①

天使のゆりかご支援事業 健康づくり課 15,010 予算対応 予算対応 ○ 維持 維持 ⑤

未熟児養育医療給付事業 健康づくり課 8,510 予算対応 予算対応 － － － －

出産・子育て安心ネットワーク事業 健康づくり課 1,538 予算対応 予算対応 維持 維持 ⑤

予防対策事務諸経費 健康づくり課 225,763 予算対応 予算対応 拡充 維持 ②

取り組み② 子育て世帯への経済的支援

手段 子育て家庭の経済的負担を軽減するために、子育て世帯に対して、保育料の減免などを、財政計画との整合性を図りながら実施します。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

児童手当支給事業 福祉課 1,144,538 予算対応 予算対応 － － － －

児童扶養手当支給事業 福祉課 252,564 予算対応 予算対応 － － － －

福祉医療費給付事業 福祉課 443,419 予算対応 予算対応 維持 維持 ⑤

作成者

評価者

評価視点 評価コメント

事業構成の適正性
　平成２７年度に設置したマタニティーサポーターにより、妊娠時からフォローの必要な母親が多いことが明らかになり、支所にお
けるすくすく子ども相談も広丘、吉田地域が多いことから、母子保健事業を見直し、平成２８年度に北部子育て支援センターにマ
タニティーサポーターとチャイルドサポーターを設置し、市民に身近なところで切れ目のない支援体制を構築する。

事業の重点化
　子育て庁内ネットワーク会議で、子育て支援が体系的、効果的な事業になるように検討するなかで、健診後のフォロー事業（の
びのび会）は、子ども教育部に移行し元気っ子応援事業への切れ目のない発達支援が行われるようにする。関係課の連携を養
育支援連絡会でより強化し、保健師はコーディネーターを務める。

役割分担の妥当性
 北部子育て支援センターは、相談の場所にとどまらず、母親同士の交流の場、情報交換の場となり、産後ケア(日帰り型）の提供
も研究していく。

施策指標の分析



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等健康福祉事業部健康づくり課 職名 主査 氏名 長岡春美 連絡先（内線）

部課等健康福祉事業部健康づくり課 職名 課長 氏名 三溝　隆 連絡先（内線）

③ ⑤

２３００人

７５人

特定 一般

A-1-1-1

ソフト

拡大

〇妊婦一般健康診査、妊婦さん教室
及び助産師なんでも相談の実施
〇新生児訪問の実施
〇乳幼児健康診査及び相談事業の実
施
〇フォロー教室の実施
〇マタニティサポーターの設置
〇周産期ハイリスクの対応

〇妊婦一般健康診査、妊婦さん教室
及び助産師なんでも相談の実施
〇新生児訪問の実施
〇乳幼児健康診査及び相談事業の実
施
〇フォロー教室の実施
〇マタニティサポーターの設置
〇周産期ハイリスクの対応

〇妊婦一般健康診査、妊婦さん教室
及び助産師なんでも相談の実施
〇新生児訪問の実施
〇乳幼児健康診査及び相談事業の実
施
〇フォロー教室の実施
〇マタニティサポーターの設置
〇周産期ハイリスクの対応

（千円） （千円）

新/継

意図：

予算対応

作成担当者

最終評価者

取組内容

成果

課題

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　子育て支援庁内ネットワーク会議が設置され、課を超えて母子保健・子育て支援が体系的、効果的な事業に
なるように検討している。その中で、身近なところで妊娠、出産、育児と切れ目のない包括的な支援システムの
確立が課題になってきている。
　健診後のフォロー教室（のびのび会）に関しては、切れ目のない発達支援、早期療育の面からもこども教育部
で実施している元気っ子応援事業の一環として実施することが望まれる。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　すくすく子ども相談は、月１回の開催にも関わらず、ここ２～３年は、２，０００件を超える利用があり、特に広
丘・吉田地区では、全体の４割近い相談者数がある。また、H27年度から新規のマタニティーサポーター事業も
フォロー者数が多く、広丘・吉田地区の者が全体の５割強を占める。以上のようなことから、身近なところで、切
れ目のない支援をするためにも、北部エリアにマタニティーサポーター、チャイルドサポーターを１名ずつ配置す
る必要がある。併せて、産後ケア（日帰り型）を北部エリアに設置するために調査・研究していく。

区分 年間（4月～3月）

2145

2140

第1次評価コメント ・要求は認める。・国庫などの財源確保を図ること。・プロジェクトチームで内容の充実を検討すること。

・提案の方向性は認めるが、市民（母親）にはわかりやすい表現でPRをすること。
・市内の子どもの成長過程をどの部署がどのような形で蓄積し、トータルで把握するのかを検討すること。第2次評価コメント

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ｃ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

4 1 ② 3 4 現状維持

④ ② ①　レ

1 2 3 ④ 1 ② 3

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

８０人マタニティーサポーター、フォロー者数（４月～８月） ３０人 ７０人

すくすく子ども相談延べ相談者数（４月～８月） ８４０人 ２１００人 ２２００人

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

特定 1 一般 84,837 特定 一般

財源

予算額 （千円）

84,838 予算対応

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

事務事業名 母子保健事業 担当課 健康づくり課

概要

対象： 妊産婦及び乳幼児 体系

手段：
各種健診（４か月、１歳６か月、３歳児）、乳児・妊婦一般健康診査、母親学級、子育
て学級、離乳食教室、10か月相談、心理相談、乳幼児相談ほか

出産、子育てへの不安を軽減し健やかな子育てを促進する。 区分



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

予算対応 予算対応

【Ｈ２６国補正】

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 健康福祉事業部健康づくり課 職名 主任 氏名 米山佳織・川上孝代 連絡先（内線）

部課等 健康福祉事業部健康づくり課 職名 課長 氏名 三溝　　隆 連絡先（内線）

事務事業名 天使のゆりかご支援事業 担当課 健康づくり課

概要

対象： 不妊治療を行っている夫婦 体系 Ａ－１－１－１

手段： 不妊治療に要する医療費の助成 新/継 継続

意図： 経済的不安の緩和による不妊治療の促進 区分 ソフト

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

〇不妊治療に要する医療費の助成 〇不妊治療に要する医療費の助成 〇不妊治療に要する医療費の助成

財源

予算額 （千円）

15,010

特定 14,076

（千円） （千円）

一般 934 特定 一般 特定 一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

92人不妊治療申請者数 2人 90人 91人

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①　

1 2 3 ④ 1 2 ③ 4 1 2 ③ 4 現状維持 ③ ⑤　レ

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ａ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　対象者の事実婚までの拡大、不育症対象等他市の状況と比較しても、充実したサポート体制になっている。
制度利用者の６３％が出産につながっており成果の大きい事業である。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　申請者は事業開始年から見ると増加傾向にあるが、ここ数年は横ばいで経過しており、現状の予算計上が必
要である。

区分 年間（4月～3月）

第1次評価コメント -

第2次評価コメント -

作成担当者 2147

最終評価者 2140

取組内容

成果

課題



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 健康福祉事業部健康づくり課 職名 課長補佐 氏名 赤津　広子 連絡先（内線）

部課等 健康福祉事業部健康づくり課 職名 課長 氏名 三溝　　隆 連絡先（内線）

事務事業名 出産・子育て安心ネットワーク事業 担当課 健康づくり課

概要

対象： 妊婦 体系 Ａ-1-1-1

手段：
共通診療ノートの配布による健診医療と出産医療の機能分担と連携、研究費の支
給、公開講座の開催

新/継 継続

意図： 出産医療の医師負担を軽減し、産科医療体制を確保する。 区分 ソフト

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○産科医療体制の確保
○「共通診療ノート」による健診・出産
連携

○産科医療体制の確保
○「共通診療ノート」による健診・出産
連携

○産科医療体制の確保
○「共通診療ノート」による健診・出産
連携

財源

予算額 （千円）

1,538 予算対応

（千円） （千円）

予算対応

特定 0 一般 1,538 特定 一般 特定 一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

560「共通診療ノート」による健診・出産連携数 237 560 560

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①　

1 2 3 ④ 1 2 3 ④ 1 2 3 ④ 現状維持 ③ ⑤  レ

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ａ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　平成２０年共通診療ノート配布開始以降、分娩医療機関と健診医療機関との役割分担が明確になり、連携体
制が確立されつつある中で分娩医療機関の医師への負担軽減は図られてきた。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
　本市の分娩を支える重要な事業であり、引き続き予算計上が必要である。

区分 年間（4月～3月）

第1次評価コメント -

第2次評価コメント -

作成担当者 2145

最終評価者 2140

取組内容

成果

課題



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

予算対応 予算対応

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 健康福祉事業部健康づくり課 職名 主任 氏名 永原　敏美 連絡先（内線）

部課等 健康福祉事業部健康づくり課 職名 課長 氏名 三溝　　隆 連絡先（内線）

事務事業名 予防対策事務諸経費 担当課 健康づくり課

概要

対象： 乳幼児及び65歳以上の市民 体系 A－１－１－１

手段： 予防接種法に基づく予防接種を実施する 新/継 継続

意図： 市民全体の免疫水準を維持し、感染症を予防する 区分 ソフト

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○予防接種の実施
○風しん予防接種の費用助成

○予防接種の実施
○風しん予防接種の費用助成

○予防接種の実施
○風しん予防接種の費用助成

財源

予算額 （千円）

225,763

特定

（千円） （千円）

一般 225,763 特定 一般 特定 一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

95%

風しん予防接種の費用助成 35人 113人 120人 120人

麻しん風しん混合（ＭＲ）Ⅱ期接種率 56.60% 95% 95%

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ②　レ ①　

1 2 3 ④ 1 2 ③ 4 1 ② 3 4 現状維持 ③ ⑤　

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

B
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　麻しん根絶宣言に向けて、国はＭＲの目標値を定めている。ＭＲⅠ期は、健診に来所する機会がある子どもを対象として
おり、直接保護者に勧奨を促す機会があるため目標値の９５％を達成することができている。しかし、ＭＲⅡ期は５歳になる
年が対象であるため直接的な勧奨がしにくく、目標値を達成するためには対象者に新たに予診票を送付するのか、ハガキ
で知らせるのか、保育園等にチラシを配るのかなど更なる検討が必要である。また、風しんの助成については、疾患の流行
にも影響を受けているのか話題性に欠け、人数が伸び悩んでいる。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　現状では、定期化された予防接種のみを実施している。平成２８年４月開始と言われているB型肝炎を始め、
それ以降も定期化される予定のある予防接種があるので対応していく必要がある。風しんについては、５年に
一度流行すると言われており、また男性で昭和５５年生まれ以前の男性は定期接種の機会が今までなかった
ので積極的に接種をすることが必要であることから、今後も助成制度は継続していきたい。

区分 年間（4月～3月）

第1次評価コメント 勧奨はICTを活用するなどの工夫をしていくこと。

第2次評価コメント -

作成担当者 2146

最終評価者 2140

取組内容

成果

課題



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 職名 氏名 連絡先（内線）

部課等 職名 氏名 連絡先（内線）

事務事業名 福祉医療費給付金事業 担当課 福祉課

概要

対象： 中学校修了までの児童、障がい者、ひとり親 体系 A-1-1-2

手段： 福祉医療費給付金の支給 新/継 拡大

意図： 子育て世帯、障がい者、ひとり親家庭等の医療費負担の軽減を図る。 区分 ソフト

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○福祉医療費給付金の支給
　（障がい児の所得制限の緩和）

○福祉医療費給付金の支給 ○福祉医療費給付金の支給

財源

予算額 （千円）

443,419 予算対応

特定

（千円） （千円）

予算対応

143,251 一般 300,168 特定 一般 特定 一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

週2受給者証発行回数 週1 週2 週2

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①　

1 2 3 ④ 1 2 3 ④ 1 2 3 ④ 現状維持 ③ ⑤　レ

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

A
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　受給資格申請書の不備により、受給者証を発行することができなかった者については、不備内容を改め、再
申請の手続きをお願いしている。しかしながら、再申請から受給者証が手元に届くまでの間に、医療機関等で
受診をしていることもあり、医療費の領収書を福祉課窓口に直接持参し、請求するものが増えている。以上のこ
とにより、窓口対応件数と領収書処理（申請書記入、医療費計算等）の事務負担が煩雑化している。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　県事業として拡大となった対象医療費分についての補助金請求を適格に行い、財源の確保に努める必要が
ある。

区分 年間（4月～3月）

第1次評価コメント -

第2次評価コメント -

最終評価者 健康福祉事業部福祉課 課長 松田　さよ子 2110

取組内容

成果

課題

作成担当者 健康福祉事業部福祉課 事務員 一ノ瀬　杏里 2164



平成２７年度　施策評価シート

１　施策の位置付け

Ａ

1

2

２　施策の指標における成果

件

事業所

％

％

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

1

2

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 健康福祉事業部　 職名 課長 氏名 松田　さよ子

所属 健康福祉事業部 職名 部長 氏名 古畑　耕司

基本戦略 子育て世代に選ばれる地域の創造

重点プロジェクト 子どもを産み育てる環境の整備

施策 安心して子育てできる環境の充実

目的
子育てや教育に関し、悩みや課題を抱える家庭に対して、相談体制を拡充するとともに、ドメスティックバイオレンス（略称：DV）の被害者への支援、保
育環境の確保、男性育児参加の促進等を行うことで、安心して子育てできる環境を整えます。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値

H25 H26 H27 H28 H29 H29

12

統計 社員の子育て宣言登録企業数 ― 18 36

統計 支援が必要と認められる家庭への訪問件数（養育支援訪問） 1 ―

51.9

市民 安心して子どもを預けられる環境があると感じる市民の割合 ― 37.3 40.0

市民 仕事と生活とのバランスに満足している市民の割合 ― 45.2

その他
成果

取り組み② 安心して生活するための支援

手段
DVや虐待の被害にあった人の支援のため、関係機関との連携を強化し、自立に向けた生活のサポートを行います。また、障がい児の生活をサポート
する事業を支援し、提供します。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化

予算対応 予算対応

方向性

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

－ － － －

ひとり親家庭福祉推進事業 福祉課 6,075 予算対応 予算対応 ○ 維持 維持 ⑤

児童福祉施設費 福祉課 4,000

評価視点 評価コメント

事業構成の適正性
　安心した生活を送るためには経済的に自立することが必要であることから、就職に有利となり、安定した収入につながる資格取
得訓練等への支援や孤立防止や生活のサポート等の相談支援を継続する。

事業の重点化
　資格取得養成訓練の制度の周知を図るとともに、訓練開始から就労するまでの、学業と子育てとが両立できるよう、母子父子
自立支援員による支援を強化する。

評価者

役割分担の妥当性
　DVや虐待の被害にあったひとり親家庭に対し、民生児童委員は、何らかの支援が必要なときには相談に乗ってくれることや、
必要な機関につないでくれること等、民生児童委員の業務内容等の理解を深めてもらい、民生児童委員の日頃の見守りによる
支援につなげる。

施策指標の分析

作成者



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 健康福祉事業部　福祉課 職名 主任　 氏名 赤堀　利佳 連絡先（内線）

部課等 健康福祉事業部　福祉課 職名 　 課長 氏名 松田　さよ子 連絡先（内線）

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

事務事業名 ひとり親家庭福祉推進事業 担当課 福祉課

概要

対象： ひとり親家庭 体系

手段：
児童生徒の就学支度金給付、ひとり親しおじりへの福祉事業補助、親への資格取得
訓練への補助

受給者の生活の安定と自立を図る。 区分

A-1-2-2

ソフト

継続

〇福祉事業補助金交付
〇児童生徒就学支度金給付
〇就職に有利な資格取得に係る養成
訓練費の支給

〇福祉事業補助金交付
〇児童生徒就学支度金給付
〇就職に有利な資格取得に係る養成
訓練費の支給

〇福祉事業補助金交付
〇児童生徒就学支度金給付
〇就職に有利な資格取得に係る養成
訓練費の支給

特定 2,816 一般 3,259 特定 一般

財源

予算額 （千円） （千円）

ひとり親家庭への資格取得訓練受講人数 2 3 3

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ② ①　

1 2 ③ 4 1 2 ③

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

4 1 2

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ａ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い

作成担当者

最終評価者

取組内容

成果

課題

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　平成２７年度の制度利用者は、高等職業訓練促進給付金継続者が２名、自立支援教育訓練給付金支給予定
者（現在、対象講座受講中）が１人であるが、利用者は減少していることから、制度の周知方法等について検討
する必要がある。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
　資格取得は就職に有利であることから、県作成のチラシ等を活用し、制度の周知を図る。

区分 年間（4月～3月）

2111

2110

第1次評価コメント -

第2次評価コメント -

（千円）

新/継

意図：

6,075

③ ⑤　レ

3

特定 一般

予算対応 予算対応

③ 4 現状維持

④



平成２７年度　施策評価シート

１　施策の位置付け

C

7

1

２　施策の指標における成果

％

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

1

2

3

4

5

1

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 健康福祉事業部 職名 課長 氏名 大和　勝啓

所属 健康福祉事業部 職名 部長 氏名 古畑　耕司

作成者

評価者

事業の重点化
　平成28年度は、ロマン大学及び大学院の定員割れが生じている中で、大学院(27年度第6期生入学)においては、第2期生から
入学者が年々減少を続けている上に再入学を認めている状況にある。よって、ロマン大学の学習プログラムの見直しと大学院の
存続について、方向付けを行う必要があることから重点事業とする。

役割分担の妥当性
　健康な高齢者が支援の必要な高齢者を地域社会全体で支えていく時代にあることから、高齢者が地域活動に自ら進んで取り
組む機運づくりとその仕組みを構築していく。

施策指標の分析

予算対応 予算対応 △ 維持 縮小 ③

評価視点 評価コメント

事業構成の適正性
　平成28年度は、老人福祉センター3施設(すがのの郷、田川の郷、みどりの郷)の指定管理者の更新により事業費の削減を図る
とともに、指定管理期間中(28～30年度)に、社会福祉センターを含め今後の施設のあり方について、引き続き検討を行う。高齢
者生きがいづくり事業においては、ロマン大学院の運営や老人クラブに対する補助金交付(剰余金の精算)の見直しを行う。

高齢者生きがいづくり事業（老人クラブ活動） 長寿課 3,949

取り組み③ 社会参加のための支援

手段 老人クラブの運営支援の実施や高齢者の社会活動支援を行い、社会活動に参加しやすい環境の整備を行います。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

ふれあいセンター洗馬施設維持費 福祉課 31,469 予算対応 予算対応 維持 維持 ⑤

社会福祉センター運営事業 長寿課 14,159 予算対応 予算対応 維持 維持 ⑤

北小野老人福祉センター運営事業 長寿課 3,916 予算対応 予算対応 拡充 維持 ②

老人福祉センター等運営事業 長寿課 68,269 予算対応 予算対応 △ 維持 縮小 ③

高齢者生きがいづくり事業（ロマン大学） 長寿課 2,400 予算対応 予算対応 ○ 縮小 縮小 ⑥

取り組み② 生きがいづくりの支援

手段 高齢者を対象に塩尻ロマン大学の開講や生きがいづくり講座を開催することで、仲間づくりと生きがいづくりを推進します。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

取り組み① シニア世代保有技術の活用・就労支援

手段
生産年齢人口の減少に伴い、高齢者の保有する知識や経験を地域貢献に生かすとともに、高齢者が健康で生きがいのある生活を送り続けるために、
市内の中小企業等のニーズとマッチングさせる仕組みを構築します。

重点化
方向性

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

市民
自治会活動、ボランティア活動、生涯学習等に月１回以上参加する
高齢者の割合（社会活動参加率）

― 51.7 上昇

その他
成果

基本戦略 シニアが生き生きと活躍できる地域の創造

重点プロジェクト 生涯現役で社会貢献できる仕組みの構築

施策 社会や地域への貢献の支援

目的
経験や知恵を蓄積してきた元気な高齢者に対して、就労、サークル活動、地域活動等へのマッチングの支援を行うことで、シニアが生涯現役で生きが
いを持って活躍できる地域環境の創造を促進します。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値

H25 H26 H27 H28 H29 H29



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 健康福祉事業部長寿課 職名 係長 氏名 百瀬　英之 連絡先（内線）

部課等 健康福祉事業部長寿課 職名 課長 氏名 大和　勝啓 連絡先（内線）

・ロマン大学大学院は廃止する方向で検討すること。
・ロマン大学はカリキュラムを見直し、再入学を認める方向で検討すること。

作成担当者 2126

最終評価者 2132

取組内容

成果

課題

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　（ロマン大学）年々受講生は減少傾向にあり、平成２７年度には定員を大きく割り込み、学習プログラムの見直
しが求められている。
　（ロマン大学院）大学同様に受講者は減少している。開講当初の理念である「社会貢献」をしている卒業生が
少なく成果としては低いものと考える。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

ロマン大学については、学習プログラムの見直しを行う。
大学院については、廃止（２８年度の募集停止）を検討する。

区分 年間（4月～3月）

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ｃ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

第1次評価コメント 要求どおり削減する

第2次評価コメント

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

4 現状維持 ③ ⑤

④  ①　効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

1 ② 3

縮小 ⑥　レ

1 ② 3 4 1 ② 3

妥当性 有効性

4

評価視点 今後の方向性

80 80ロマン大学入学者数 50 50

ロマン大学に満足している受講生の割合 100% 100%

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

評価指標
H27

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 実績値
（事後評価）

目標値

一般

現状維持 現状維持

H28 H29

中間値
（事中評価）

2,400 特定 一般 特定

財源

予算額 （千円）

2,400

特定 一般

予算対応 予算対応

（千円） （千円）

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○ロマン大学事業補助金交付 ○ロマン大学事業補助金交付 ○ロマン大学事業補助金交付

ロマン大学及び大学院の開講 新/継 継続

意図：
高齢者の生きがいづくりと仲間づくりの輪を広げながら、社会や地域で貢献できる人
材を育成する。

区分 ソフト

事務事業名 高齢者生きがいづくり事業（ロマン大学） 担当課 長寿課

概要

対象： おおむね６０歳以上の市民 体系 Ｃ-7-1-2

手段：



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 健康福祉事業部長寿課 職名 係長 氏名 百瀬　英之 連絡先（内線）

部課等 健康福祉事業部長寿課 職名 課長 氏名 大和　勝啓 連絡先（内線）

事務事業名 老人福祉センター等運営事業 担当課 長寿課

概要

対象： ６５歳以上の市民 体系 Ｃ-7-1-2

手段： 指定管理や運営補助により、憩いの場や創作講座等の学習の場を提供する。 新/継 継続

意図： 高齢者の生きがいづくりと健康の保持増進を図る。 区分 ソフト

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○老人福祉センターの指定管理又は
補助による運営

○老人福祉センターの指定管理又は
補助による運営

○老人福祉センターの指定管理又は
補助による運営

財源

予算額 （千円）

68,269

特定 一般

（千円） （千円）

予算対応 予算対応

 

68,269 特定 一般 特定 一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

現状維持老人福祉センター利用者数 15,156 36,000 現状維持

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

4 1 ② 3

④ ②　 ①　

1 2 ③ 4 1 ② 3 4 現状維持 ③　レ ⑤　

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ａ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　現在の指定管理期間(２３～２７年度)が終了し、新たな指定管理期間を3年間とする。３年間の中で、今後の施
設のあり方について方向付けを行う必要がある。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　３年間の指定管理料については、事業費の削減を図るよう、平成２７年９月市議会に、債務負担行為の補正
計上を行っている。

区分 年間（4月～3月）

第1次評価コメント ・指定管理委託料減額分（2,000千円）は削減する。・施設のあり方を検討していくこと。

第2次評価コメント 提案どおりの方向性で、各施設の活用方法を見直していくこと。

作成担当者 2126

最終評価者 2132

取組内容

成果

課題



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 健康福祉事業部長寿課 職名 係長 氏名 百瀬　英之 連絡先（内線）

部課等 健康福祉事業部長寿課 職名 課長 氏名 大和　勝啓 連絡先（内線）

事務事業名 北小野老人福祉センター等運営事業 担当課 長寿課

概要

対象： ６５歳以上の市民 体系 Ｃ-7-1-2

手段： 憩いの場や創作講座等の開催 新/継 継続

意図： 高齢者の生きがいづくりと健康の保持増進を図る。 区分 ソフト

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○北小野老人福祉センターの運営 ○北小野老人福祉センターの運営 ○北小野老人福祉センターの運営

財源

予算額 （千円）  

3,916

特定 一般

（千円） （千円）

予算対応 予算対応

3,916 特定 一般 特定 一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

現状維持老人福祉センター利用者数 1,464 3,600 現状維持

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

4 1 ② 3

④ ②　レ ①　

1 2 ③ 4 1 2 ③ 4 現状維持 ③ ⑤　

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

B
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

入浴、創作講座ともに、利用者が固定化されている。新たな利用者を増やすことが課題である。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
課題はあるものの、予算要求については、経費の削減を図りつつ、現状維持を考えている。

区分 年間（4月～3月）

第1次評価コメント 新たな利用者拡充への工夫をすること。

第2次評価コメント -

作成担当者 2126

最終評価者 2132

取組内容

成果

課題



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 健康福祉事業部長寿課 職名 係長 氏名 百瀬　英之 連絡先（内線）

部課等 健康福祉事業部長寿課 職名 課長 氏名 大和　勝啓 連絡先（内線）

事務事業名 社会福祉センター等運営事業 担当課 長寿課

概要

対象： ６５歳以上の市民、障がい者、ひとり親世帯 体系 Ｃ-7-1-2

手段： 憩いの場や創作講座等の開催、施設の維持管理 新/継 継続

意図：
高齢者等にふれあいの場を提供するとともに、生きがいづりと健康の保持増進を図
る。

区分 ソフト

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○社会福祉センターの運営 ○社会福祉センターの運営 ○社会福祉センターの運営

財源

予算額 （千円） 　

14,159

特定 一般

（千円） （千円）

予算対応 予算対応

14,159 特定 一般 特定 一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

現状維持社会福祉センター利用者数 7,067 16,700 現状維持

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

4 1 ② 3

④ ②　 ①　

1 ② 3 4 1 ② 3 4 現状維持 ③ ⑤　レ

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ｂ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　利用者等からの要望により、施設の運営を継続しているが、重油漏れや施設の老朽化により、年々、運営が
難しくなっている。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　施設の廃止時期についての検討が必要となるが、予算要求については、経費の削減を図りつつ、現状維持と
する。

区分 年間（4月～3月）

第1次評価コメント ふれあいセンター東部と合わせて、解体に有利な財源（起債）を確保できるよう検討していくこと。

第2次評価コメント -

作成担当者 2126

最終評価者 2132

取組内容

成果

課題



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 健康福祉事業部　福祉課 職名 主任 氏名 米窪　政義 連絡先（内線）

部課等 健康福祉事業部　福祉課 職名 課長 氏名 松田　さよ子 連絡先（内線）

事務事業名 ふれあいセンター洗馬施設維持費 担当課 福祉課

概要

対象： 西部圏域の市民、市民全体 体系 C-7-1-2

手段： 施設を指定管理委託し、各種講座の開催や健康相談等を行う。 新/継 継続

意図： 西部圏域の地域福祉と利用者の生きがいづくりの推進を図る 区分 ソフト

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

〇施設の指定管理
〇施設及びマイクロバス維持費

〇施設の指定管理
〇施設及びマイクロバス維持費

〇施設の指定管理
〇施設及びマイクロバス維持費

財源

予算額 （千円）

31,469 予算対応

一般

（千円） （千円）

予算対応

特定 0 一般 31,469 特定 特定 一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

18,000

生きがいづくり等講座開催数 100 300 300 300

施設利用者数 11,246 18,000 18,000

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①　

1 2 ③ 4 1 2 ③ 4 1 2 ③ 4 現状維持 ③ ⑤　レ

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

A
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　「ふれあいセンター広丘」の開設と、今年度からのお風呂の利用料金改正（200円→300円）に伴い、入浴者数
は減少しているが、入浴以外の利用者の増員を図る必要がある。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

利用者の生きがいづくりにつながる講座や健康相談の方法等について、指定管理者とともにに見直しを行う。
建設から７年が経過しており、設備等の劣化による改修も増えてくる。

区分 年間（4月～3月）

第1次評価コメント 不断の見直しを行っていくこと。

第2次評価コメント -

作成担当者 2111

最終評価者 2110

取組内容

成果

課題



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 健康福祉事業部長寿課 職名 係長 氏名 百瀬　英之 連絡先（内線）

部課等 健康福祉事業部長寿課 職名 課長 氏名 大和　勝啓 連絡先（内線）

事務事業名 高齢者生きがいづくり事業（老人クラブ活動） 担当課 長寿課

概要

対象： おおむね６０歳以上の市民 体系 C-7-1-3

手段： 老人クラブ活動運営費補助金の交付 新/継 継続

意図： 生きがいづくりと仲間づくりの輪を広げるとともに、社会参加の促進を図る。 区分 ソフト

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○老人クラブ活動助成事業補助金交
付

○老人クラブ活動助成事業補助金交
付

○老人クラブ活動助成事業補助金交
付

財源

予算額 （千円）

3,949

特定 1,237 一般

（千円） （千円）

予算対応 予算対応

2,712 特定 一般 特定 一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

現状維持

市友連加入クラブ数 26 26 現状維持 現状維持

単位老人クラブ会員数 1,876 1,876 現状維持

　 　 　

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

4 1 ② 3

④ ②　 ①　

1 2 ③ 4 1 ② 3 4 現状維持 ③　レ ⑤　

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

C
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　単位老人クラブの会員数は年々減少傾向にある。また、役員が負担になるなどの理由から市友連から脱退す
るクラブも相次いでいる。脱退と前後して活動が低下し、クラブの解体にいたるケースも複数見られる。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　単位老人クラブと市友連の維持及び活動の支援を行うために現状の補助金を維持するが、多分な繰越金が
生じているクラブがあることから、補助金の積算方法を見直す。

区分 年間（4月～3月）

第1次評価コメント 不断の見直しを行っていくこと。

第2次評価コメント -

作成担当者 2126

最終評価者 2132

取組内容

成果

課題



平成２７年度　施策評価シート

１　施策の位置付け

C

7

2

２　施策の指標における成果

％

人

％

人

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 健康福祉事業部 職名 課長 氏名 松田　さよ子

所属 健康福祉事業部 職名 部長 氏名 古畑　耕司

基本戦略 シニアが生き生きと活躍できる地域の創造

重点プロジェクト 生涯現役で社会貢献できる仕組みの構築

施策 生涯学習の世代間交流の促進

目的
高齢者をはじめ、自発的に活動する意欲を持った市民に対して、芸術や知識に触れる機会を提供し、市民個人の豊かな生活の創造と地域活動の活
性化を促進します。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値

H25 H26 H27 H28 H29 H29

55.0

統計 市主催文化芸術事業への来場者数 ― 23,250 25,000

市民
音楽や文化、芸術活動に触れたり、参加したりする機会に恵まれて
いると感じる市民（高齢者）の割合

― 54.0

75.0

統計 総合文化センター利用者数 91,783 ― 93,000

市民
図書館や公民館などの利用環境が整っていると感じる市民（高齢
者）の割合

― 74.7

その他
成果

取り組み① 地域福祉推進拠点施設の整備

手段 東部圏域における世代間交流事業や健康づくり活動を推進する福祉の拠点施設を整備します。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

1 東部圏域地域福祉推進拠点施設整備事業 福祉課 0 予算対応
7,500

◎ 拡充 拡大 ①
4,100

評価視点 評価コメント

事業構成の適正性
　地域福祉推進拠点施設は、日常生活圏域ごとに１か所を整備することとしているため、平成２９年度には、「みどりの郷」を改修
するための実施設計の発注ができるよう計画的な事業推進を図る。

作成者

評価者

事業の重点化
　「みどりの郷」を改修し、東部圏域における拠点施設とする市の整備方針について、地域住民の理解が得られるように丁寧な説
明をする。また、事業部内のプロジェクトにおいて、地域活動の活性化に繋がる事業等について検討する。

役割分担の妥当性
　平成２８年度前期までに、施設整備の概要等の素案をまとめ、関係機関等に提案し、意見を伺いながら基本計画をまとめる。ま
た、施設の利用方法等について、利用委員会等を立ち上げ検討していく。

施策指標の分析



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

実施設計

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 健康福祉事業部　福祉課 職名 主任 氏名 米窪　政義 連絡先（内線）

部課等 健康福祉事業部　福祉課 職名 課長 氏名 松田　さよ子 連絡先（内線）

500
一般特定

7,100 400

③ ⑤

0

100

6

H29

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

（千円）

新/継

意図：

4,100

7,500

0

（千円）

予算対応

（千円）

作成担当者

最終評価者

取組内容

成果

課題

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　「みどりの郷」を改修し、東部圏域地域福祉拠点施設にすることについて、圏域内の区長会に説明し、意見を
伺ったところ、反対意見は無かった。しかしながら、地元みどり湖区の一部の方からは、「社会福祉センター」の
閉鎖について強い反対意見が出された。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　圏域内の区長からは「みどりの郷」改修について、既存施設の全面的な改修の要望が強い。改修工事の内容
については、ふれあいセンター事業に必要な機能の整備を目的に、改修費も含めて十分な検討が必要である。
事業部内検討プロジェクトを立ち上げ、平成２８年８月までに東部圏域福祉拠点施設整備概要等の素案につい
て意見集約をしていく。

区分 年間（4月～3月）

2111

2110

第1次評価コメント
・方向性は認めるが、社会福祉センターとの統合を検討していくこと。
・最適化債などの有利な起債を活用できるよう工夫をしていくこと。

第2次評価コメント -

皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

縮小 ⑥

休廃止 ⑦

やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

4 1 2

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

C

総合評価判定 総合評価

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

3

③ 4 現状維持

④ ② ①　レ

1 2 ③ 4 1 ② 3

低い

地元説明会等　開催数 5

5

評価視点 今後の方向性

10 6

6

0

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

特定 一般 特定 一般

実施設計　進捗率 0 0

評価指標
H27 H28

3,6000 0

財源

予算額

庁内検討プロジェクト開催数

中間値
（事中評価）

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

事務事業名 東部圏域地域福祉推進拠点施設整備事業 担当課 福祉課

概要

対象： 東部圏域の市民、市民全体 体系

手段： 「みどりの郷」の入浴施設を改修し、東部圏域の地域福祉推進拠点施設を整備する。

世代間交流事業や健康づくり活動を推進する拠点施設を整備する。 区分

C-7-2-1

ハード

新規

〇整備方針の検討 〇整備方針の検討 〇実施設計

実績値
（事後評価）



平成２７年度　施策評価シート

１　施策の位置付け

C

8

1

２　施策の指標における成果

％

％

％

ｸﾞﾙｰﾌﾟ

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

1

2

3

4

1

2

1

2

1

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 健康福祉事業部 職名 課長 氏名 三溝　隆

所属 健康福祉事業部 職名 部長 氏名 古畑　耕司

基本戦略 シニアが生き生きと活躍できる地域の創造

重点プロジェクト 健康寿命の延伸と住み慣れた地域での生活継続

施策 健康寿命の延伸

目的
シニアをはじめとした市民の健康課題を解決するため、自主的な健康管理の支援、生活習慣病や介護の予防、疾病の早期発見などの健康増進への
取り組みを進め、市民の健康寿命の延伸を目指します。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値
H25 H26 H27 H28 H29 H29

統計 特定健康受診率 41.8 ― 60.0

市民 週2回以上1回30分以上の軽く汗をかく運動習慣がある人の割合 37.6 ― 41.0

市民 運動や食生活等の生活習慣を改善してみようと思う人の割合 70.0 ― 75.0

統計 介護予防（いきいき貯筋倶楽部関係）の自主グループ数 ― 1 10

その他
成果

取り組み① 生活習慣病の発症予防と重症化予防

手段
健康寿命の延伸のため、地域の特性に応じた重点的な健康増進活動や保健指導により、原因となる危険因子（高血圧、脂質異常、喫煙、糖尿病等）を
早期に発見し、改善を図っていく取り組みを進め、生活習慣病予防及び重症化予防を図ります。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

特定健康診査等事業諸経費（国保特会） 健康づくり課 61,874 予算対応 予算対応 ◎ 拡充 維持 ②

後期高齢者等保健対策事業 健康づくり課 34,559 2,000 2,000 維持 維持 ⑤

食育推進事業 健康づくり課 1,478 予算対応 予算対応 拡充 維持 ②

歯科保健事業 健康づくり課 4,136 予算対応 予算対応 拡充 維持 ②

取り組み② がんの発症予防と早期発見

手段 がん検診の受診勧奨や啓発キャンペーン活動等を通じ、検診の受診率を向上させ、がんの発症予防と早期発見につなげます。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

健康増進事業 健康づくり課 77,371 7,600 7,600 ○ 拡充 維持 ②

感染症予防対策費 健康づくり課 7,795 予算対応 予算対応 拡充 維持 ⑤

取り組み③ 市民主体の健康づくり活動の促進

手段 地域住民やさまざまな団体、機関とともに、地域全体で健康課題を設定し健康増進に取り組む、市民主体の健康づくり活動の活性化を図ります。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

健康活動支援事業 健康づくり課 905 予算対応 予算対応 拡充 維持 ②

市民健康増進事業 健康づくり課 1,364 予算対応 予算対応 拡充 維持 ②

取り組み④ 介護予防の推進

手段
介護予防を推進するため、自主的に介護予防活動ができる環境整備やその活動を継続する仕組みの構築に加え、予防事業修了者や地域住民による
自主運営を促進します。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

ふれあいセンター広丘施設維持費 福祉課 41,272 予算対応 予算対応 維持 維持 ⑤

⑤
66,500

評価視点 評価コメント

事業構成の適正性
　平成２８年度は、食育推進事業の農業体験事業を縮小し、管理栄養士を市の健康課題である、糖尿病性腎症への栄養指導を
強化する。保健師は、母子保健事業の見直しにより生じたマンパワーを母子から生活習慣病対策に移し、特定健診結果に基づく
保健指導に注力し、生活習慣病予防、重症化予防、介護予防につなげていく。

作成者

評価者

事業の重点化
　平成２８年度は、糖尿病性腎症の重症化対策として、管理栄養士の栄養指導を、医師会と協議しながら対象者を拡大していく。
特定健診の結果について、国保データベースを活用しながら、保健師の保健指導を強化する。

役割分担の妥当性
　食生活改善推進協議会、ヘルスアップ委員、スポーツ普及員、推進員等の団体と連携し、市民に市の健康課題、地域の特性、
生活習慣の改善の重要性等を伝え、共有しながら、「自分の健康は自分で守る」市民の意識を醸成していく。

施策指標の分析

2 介護予防拠点整備事業 長寿課 56,232
76,032

- 維持 維持



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

特定健診等負担金（国庫）

特定健診等負担金（県費） 予算対応 予算対応

一般会計繰入金

特定健康診査等受託料

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 健康福祉事業部健康づくり課 職名 主任 氏名 小幡　ゆずき 連絡先（内線）

部課等 健康福祉事業部健康づくり課 職名 課長 氏名 三溝　　隆 連絡先（内線）

○特定健康診査
○特定保健指導
○健診項目に口腔審査追加の検討

（千円） （千円）

600

受診勧奨者数（訪問・電話・はがき等） 3,909 12,000 12,000

実績値
（事後評価）

実績値
（事後評価）

目標値

12,000

580

③ ⑤

⑦

⑥

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

B
皆減 縮小 現状維持

総合評価判定 総合評価 休廃止

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い低い
やや
低い

③ 4 1 2

低い
やや
低い

1 2

作成担当者

最終評価者

取組内容

成果

課題

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

(1)国保特別会計人間ドック補助金交付者から、一部の受診者の受診結果が提出されておらず、補助金を交付
しても受診率の向上につながっていない。
(2)「20・25歳の希望者」の受診が、継続した受診へつながりずらい。
(3)効率的・効果的な受診勧奨、保健指導の実施

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

(1)市民課と協議し、補助金交付要綱の見直しの検討。補助交付申請時の受診結果の提出及び特定健診との
重複受診禁止について周知の徹底を図る。
(2)「20歳・25歳の希望者」を「25歳以上の希望者」に見直し、30歳以上の継続受診へつなげていく。
(3)ＩＣＴを活用した効率的・効果的な受診勧奨、保健指導の検討。（総合健康システムの再構築に併せて検討）

区分 年間（4月～3月）

2140

2143

第1次評価コメント 改善案のとおり効果的な受診勧奨ができるようICTを活用するなど検討していくこと。

第2次評価コメント -

拡大

コスト投入の方向性

縮小

③

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

4 1 ② 3 4 現状維持

④ ②　レ ①　

やや
高い

高い

人間ドック・職場・医療受領等データ受領数 168 570

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

特定 一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

特定 20,965 一般 40,909 特定 一般

財源

予算額 （千円） 61,874

10,482

40,909

1

10,482

C-8-1-1

ソフト

拡大

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

事務事業名 特定健康診査等事業諸経費 担当課 健康づくり課

概要

対象： 塩尻市国民健康保険被保険者 体系

手段： 「特定健康診査実施計画」に基づき、特定健康診査及び特定保健指導を実施する。

健康寿命の延伸を実現し、健康で活力ある地域社会を実現するとともに、医療費の
適正化を図り、財政負担の軽減を図る。

区分

新/継

意図：

○特定健康診査
○特定保健指導
○医療費の適正化

○特定健康診査
○特定保健指導
○医療費の適正化



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額
後期高齢者医療広域連合補助金

市町村特別対策広報等事業交付金

市町村特別対策広報等事業交付金 市町村特別対策広報等事業交付金

※その他の事業費は予算対応 ※その他の事業費は予算対応

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 健康福祉事業部健康づくり課 職名 主任 氏名 小幡ゆずき 連絡先（内線）

部課等 健康福祉事業部健康づくり課 職名 課長 氏名 三溝　　隆 連絡先（内線）

事務事業名 後期高齢者等保健対策事業 担当課 健康づくり課

概要

対象： 後期高齢者医療制度に加入している市民及び生活保護を受給している市民 体系 C-8-1-1

手段： 健康診査を実施し、保健指導を行う。 新/継 拡大

意図： 生活習慣病の早期発見と重症化を予防し、健康の保持増進を図る。 区分 ソフト

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○生活習慣病予防健診
○人間ドック助成

○生活習慣病予防健診
○人間ドック助成

○生活習慣病予防健診
○人間ドック助成

財源

予算額 （千円） 34,559

2,000

（千円） （千円）

21,980

2,000 2,000

特定 23,980 一般 10,579 特定 2,000 一般 0 特定 2,000 一般 0

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

150

重症化の可能性が高い生活習慣病予防
健診受診者への指導率（面接者数/抽出
者数）

59% 70% 80% 90%

人間ドック等補助金延べ交付人数 21 100 130

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

4 1 2 ③

④ ② ①　

1 2 ③ 4 1 2 ③ 4 現状維持 ③ ⑤　レ

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

A
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　後期高齢者医療制度被保険者に対する人間ドック補助を平成２７年度から開始した。財源については長野県
後期高齢者医療広域連合から全額補助を受けているが、広域連合の予算内での補助であるため、市一般会計
からの一部補填となる可能性がある。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
平成２８年度以降の人間ドック補助金について、一般財源分を考慮に入れて計画する。

区分 年間（4月～3月）

第1次評価コメント 人間ドック補助金については当初計画どおり。

第2次評価コメント -

作成担当者 2143

最終評価者 2140

取組内容

成果

課題



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

予算対応 予算対応

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 健康福祉事業部健康づくり課 職名 主任 氏名 今井きみ子 連絡先（内線）

部課等 健康福祉事業部健康づくり課 職名 課長 氏名 三溝　　隆 連絡先（内線）

事務事業名 食育推進事業 担当課 健康づくり課

概要

対象： 市民全体 体系 C-8-1-1

手段：
健診結果に基づく栄養指導・栄養教室、乳幼児健診や母親学級における栄養指導・栄養教
室、ヘルシーメニューの研究・普及「塩尻おいしく減るsee応援店」の増加・普及 新/継 継続

意図：
適切な栄養摂取により、肥満ややせを予防し、生活習慣病の発症予防、重症化予
防、低出生体重児出産のリスクを下げ、ライフステージに応じた健康でいきいきとし
た生活の維持を図る。

区分 ソフト

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）
〇食生活栄養改善普及事業
〇母子栄養指導事業
〇高齢者食生活改善事業
〇生活習慣病予防事業
〇大学・飲食店等との連携によるヘルシーメニュー開
発・普及　塩尻おいしく減るsee応援店指定事業
〇若い世代への食育啓発事業

〇食生活栄養改善普及事業
〇母子栄養指導事業
〇高齢者食生活改善事業
〇生活習慣病予防事業
〇大学・飲食店等との連携によるヘルシーメニュー開
発・普及　塩尻おいしく減るsee応援店指定事業
〇若い世代への食育啓発事業

〇食生活栄養改善普及事業
〇母子栄養指導事業
〇高齢者食生活改善事業
〇生活習慣病予防事業
〇大学・飲食店等との連携によるヘルシーメニュー開
発・普及　塩尻おいしく減るsee応援店指定事業
〇若い世代への食育啓発事業

財源

予算額 （千円）

1,478

特定 一般

（千円） （千円）

1,478 特定 一般 特定 一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

760

塩尻おいしく減るsee応援店指定数 14 25 40 60

個別栄養指導人数 273 740 750

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

4 1 ② 3

④ ② 　レ ①

1 2 ③ 4 1 2 ③ 4 現状維持 ③ ⑤

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

B
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　農業体験事業は類似するものを他団体でも実施している。安全面・作業面から参加者数は限定され、職員の
人件費等から、妥当性や効率性が低い。「塩尻おいしく減るsee応援店」指定事業は,店舗や取り組みをPRする
ことが重要であるが、主として市ホームページであり、ＰRする手段が限られる。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　農業体験事業は平成２８からは縮小または廃止を検討している。これに伴い、CKD（慢性腎臓病）重症化予防
のための個別指導へ力を入れていく(別紙）。「塩尻おいしく減るsee応援店」の利用を促し、さらに指定店舗を増
やすため、広くPRするためのマップを作成する（別紙）。

区分 年間（4月～3月）

第1次評価コメント マップはICTの活用を検討すること。

第2次評価コメント -

作成担当者 2172

最終評価者 2140

取組内容

成果

課題



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等健康福祉部　健康づくり課 職名 係長 氏名 宮原　玲子 連絡先（内線）

部課等健康福祉部　健康づくり課 職名 課長 氏名 三溝　　隆 連絡先（内線）

事務事業名 歯科保健事業 担当課 健康づくり課

概要

対象： 市民全体 体系 C-8-1-1

手段：
かかりつけ歯科医の定着推進、歯周病予防の推進、高齢者の口腔ケアの習慣化の
推進、訪問歯科健診の実施 　乳幼児、妊産婦から成人、高齢者までの歯科健診・相
談の実施

新/継 継続

意図：
生涯を通じて歯と口腔の健康増進に取り組むことにより、生活の質の向上、心豊か
な生活を目指す

区分 ソフト

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）
〇在宅歯科健診
〇さわやか歯科健診
〇妊婦歯科検診
〇よい歯を守る相談会
〇口腔管理と生活習慣病に係る健診事業の実施支
援

〇在宅歯科健診
〇さわやか歯科健診
〇妊婦歯科検診
〇よい歯を守る相談会
〇口腔管理と生活習慣病に係る健診事業の実施支
援

〇在宅歯科健診
〇さわやか歯科健診
〇妊婦歯科検診
〇よい歯を守る相談会
〇口腔管理と生活習慣病に係る健診事業の実施支
援

財源

予算額 （千円）

4,136

特定 650 一般

（千円） （千円）

予算対応 予算対応

3,486 特定 一般 特定 一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

6

３歳児でむし歯のない者の割合（％） 83.5 　 84.0 84.5

さわやか歯科健診受診率（％） 5.5 　 5.8

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

④ 1 ② 3

④ ②　レ ①　

1 2 3 ④ 1 2 3 4 現状維持 ③ ⑤　

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

B
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　事業自体については問題はないが、平成２６から信大との連携事業による歯科健診事業を開始したこと、医
療と介護の連携推進協議会が発足し、高齢者部門の業務が増加したことにより、歯科衛生士（嘱託１名）が非
常に多忙になっている。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　歯科保健事業は、健康寿命延伸を図るためには欠かせない事業のひとつであるが、対象者は高齢者をはじ
め妊産婦、乳幼児と幅広い。歯科衛生士の配置の充実が必要である。

区分 年間（4月～3月）

第1次評価コメント 松本歯科大学との連携を強化し、歯科衛生士の確保についてはフィールドワークの活用などを検討すること。

第2次評価コメント 歯科衛生士のあり方を塩筑歯科医師会と連携し、見直しを検討すること。

作成担当者 2142

最終評価者 2140

取組内容

成果

課題



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

子宮HPV検診委託料 0 子宮HPV検診委託料

無料クーポン 無料クーポン

※その他の事業費は予算対応 ※その他の事業費は予算対応

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等健康福祉事業部健康づくり課 職名 主事 氏名 勝山　槙 連絡先（内線）

部課等健康福祉事業部健康づくり課 職名 課長 氏名 三溝　隆 連絡先（内線）

事務事業名 健康増進事業 担当課 健康づくり課

概要

対象： 成人男女 体系 C-8-1-2

手段：
各がん検診、クーポン事業の実施、未受診者対策や各種イベント等を活用した受診勧
奨

新/継 継続

意図： 主要疾患死因第１位であるがんの発症予防と早期発見を図り、市民が健康で長生きのできる社会の実現を目指す。 区分 ソフト

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）
○がん検診（胃がん・大腸がん・子宮頸がん・乳
がん・肺がん・前立腺がん）
○骨いきいき健診
○肝炎ウィルス検診
○未受診者への受診勧奨
○リレーフォーライフへの参加による検診PR
○子宮HPV検診の検討
○働く女性のがん検診等受診支援の拡充
○がんに関する情報提供、啓発活動の実施

○がん検診（胃がん・大腸がん・子宮頸がん・乳
がん・肺がん・前立腺がん）
○骨いきいき健診
○肝炎ウィルス検診
○未受診者への受診勧奨
○リレーフォーライフへの参加による検診PR
○子宮HPV検診
○働く女性のがん検診等受診支援の拡充
○がんに関する情報提供、啓発活動の実施

○がん検診（胃がん・大腸がん・子宮頸がん・乳
がん・肺がん・前立腺がん）
○骨いきいき健診
○肝炎ウィルス検診
○未受診者への受診勧奨
○リレーフォーライフへの参加による検診PR
○子宮HPV検診
○働く女性のがん検診等受診支援の拡充
○がんに関する情報提供、啓発活動の実施

財源

予算額 （千円） 77,371

特定 21,547 一般

（千円） 7,600 （千円） 7,600

600

7,000 7,000

600 600

600

55,824 特定 0 一般 7,600 特定 0 一般 7,600

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

18

休日開催、託児、特定健診等との同時開催数 6 8 9 9

検診のPR回数 9 17 18

精密検査未受診者への受診勧奨実施回数 0 3 3 3

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

4 1 ② ③

④ ②　レ ①　

1 2 3 ④ 1 2 ③ 4 現状維持 ③ ⑤　

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

B
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た

に生じた問題等

　国が胃内視鏡検査を推奨しているため、本市においても導入について検討する必要がある。また、子宮HPV検
診についても、医師会からの要望があるため、導入について検討する必要がある。
　女性検診の集団検診について、申込者数及び受診者数が低迷している。原因は調査中だが、検診の利便性や
実施回数等を検討する必要がある。

新年度の予算要求
事項

（改革・改善案）

　胃内視鏡検査・子宮HPV検診について国の動向や周辺市町村の状況をみて実施について検討したい。
　働く世代の女性が受診しやすいよう、休日の検診及び女性検診（子宮頸がん・乳がん）の同時実施の日数を増
やす。

区分 年間（4月～3月）

第1次評価コメント
・改善案のとおり働く女性が受診しやすい環境を工夫すること。
・HPV検診はH29年度からシステムの更新に合わせて導入すること。

第2次評価コメント -

作成担当者 2144

最終評価者 2140

取組内容

成果

課題



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

予算対応 予算対応

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等健康福祉事業部健康づくり課 職名 課長補佐 氏名 塩原　正巳 連絡先（内線）

部課等健康福祉事業部健康づくり課 職名 課長 氏名 三溝　　隆 連絡先（内線）

事務事業名 感染症予防対策費 担当課 健康づくり課

概要

対象： ４０歳以上の市民 体系 C-8-1-2

手段： 結核検診の実施、災害時用品備蓄 新/継 継続

意図：
結核・肺がんの早期発見により、市民の健康維持を図る。
新興感染症拡大防止対策により市民の安全・安心の確保を図る。

区分 ソフト

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○肺のレントゲン検診 ○肺のレントゲン検診 ○肺のレントゲン検診

財源

予算額 （千円）

7,795

特定 0 一般

（千円） （千円）

7,795 特定 一般 特定 一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

65

休日開催、他検診との同時開催実施 1 1 2 2

実施会場及び実施数 64 64 65

精密検査未受診者への受診勧奨回数 3 3 3 3

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

4 1 ② 3

④ ②　レ ①　

1 2 3 ④ 1 2 ③ 4 現状維持 ③ ⑤　 

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

B
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　肺のレントゲン検診が無料の検診であることから、肺がんＣＴ検診との重複受診が多い。市負担額が増えるた
め、改善が必要と思われる。また、若い世代の受診が少なくなっており、職場での検診や人間ドックの受診等が
考えられる。
　本市はレントゲン撮影後に独自で塩筑医師会による読影、再検査としてのＣＴ検査を行っている。受診者が医
療機関による精密検査を受けるにはＣＴ検診の結果が出てからになるため、レントゲン撮影から精密検査を受
けるまでに時間がかかってしまう。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

肺のレントゲン検診と肺がんＣＴとの選択方式について、総合健康システム再構築に併せて検討したい。
現在塩筑医師会に読影依頼をしているため、検討していく。

区分 年間（4月～3月）

第1次評価コメント 重複受診を避けるよう工夫をすること。

第2次評価コメント -

作成担当者 2143

最終評価者 2140

取組内容

成果

課題



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等健福祉事業部　健康づくり課 職名 主任 氏名 小林　延江 連絡先（内線）

部課等健福祉事業部　健康づくり課 職名 課長 氏名 三溝　　隆 連絡先（内線）

予算対応

事務事業名 健康活動支援事業 担当課 健康づくり課

概要

対象： おおむね２０歳以上の市民 体系 Ｃ-8-1-3

手段：
関係団体の連携による自発的な取り組みへの支援
地域の健康課題の把握と共有化

新/継 新規

意図：
健康でいきいきと過ごすことのできるまちの実現に向け、市民が共に支えあい、社会
全体で応援できる仕組みづくり、体制づくりを目指す。

区分 ソフト

特定

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）
○ヘルスアップ委員会による健康づくり活動
○健康づくりモデル地区の選定と事業展開検討
○企業との連携　　企業・各種団体との連携の
検討
○国保データベース等を利用した地区活動
○ヘルスアップ委員会からウォーキングマップ
の周知活動（ウォーキングの普及）

○ヘルスアップ委員会・による健康づくり活動
○健康づくりモデル地区の選定と事業展開
○企業との連携　　企業・各種団体との連携、
企業や団体の集まりを回り健康に関する情報
の普及活動を実施
○国保データベース等を利用した地区活動
○ウォーキングマップの周知活動（ウォーキン
グの普及）
○健康活動を担う市民団体の選定、委託

○ヘルスアップ委員会による健康づくり活動
○健康づくりモデル地区の選定と事業展開
○企業との連携　　企業・各種団体との連携、
企業や団体の集まりを回り健康に関する情報
の普及活動を拡大して実施
○国保データベース等を利用した地区活動
○ウォーキングマップの地区活動地区での活用
（ウォーキングの普及）
○健康活動を担う市民団体の選定、委託

財源

予算額 （千円）

905

（千円） （千円）

予算対応

一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

特定 一般 905 特定 一般

40%

手ぬぐいの貸し出し・貸与枚数 487枚 1000枚 1000枚 1000枚

健康セミナー参加率 38% 40% 40%

ウォーキングマップ配布数 1005枚 1200枚 1400枚 1500枚

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ②　レ ①　

1 2 ③ 4 1 ② 3 4 1 2 ③ 4 現状維持 ③ ⑤ 

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

B
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　地域福祉推進ひろばの健康部会が独自にウォーキングマップを作成し、平成２７年９月に完成した。部会としての大きな
活動は終了した。健康部会のメンバーも高齢化・部員の減少、部員の意識として個人の健康づくりに留まっているなど、本
事業の目的でもある市全体の健康づくりについての仕組み・体制づくりという点からずれてきている。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　ヘルスアップ委員会へ健康部会を合併し、ウォーキングマップの発行・利用は継続し、より効果的に市民全体へ健康づくり
の意識向上と健康の底上げを行いたい。予算については、ウォーキングを行う市民を増やすことを目的に広く地区へマップ
の配布を行いたいため、現在の予算額を維持としたい。

区分 年間（4月～3月）

第1次評価コメント
・ウォーキングマップの普及にはICTの活用を検討すること。
・地域プラットフォーム事業と連携し、既存組織の見直しを並行して検討すること。

第2次評価コメント ファミリースポレク等のスポーツ系イベントについては、体育協会中心に運営するよう、見直しを検討すること。

作成担当者 2142

最終評価者 2140

取組内容

成果

課題



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 健康福祉事業部　健康づくり課 職名 技師 氏名 岡田　沙紀 連絡先（内線）

部課等 健康福祉事業部　健康づくり課 職名 課長 氏名 三溝　　隆 連絡先（内線）

事務事業名 市民健康増進事業 担当課 健康づくり課

概要

対象： 健康体力づくりの必要がある市民 体系 C-8-1-3

手段： ウォーキングやストレッチ等の運動教室を開催する。 新/継 継続

意図： 運動習慣の定着により健康体力づくりを推進する。 区分 ソフト

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○健康体力づくり教室
○ヘルシー・フィジカル教室
○市民健康ウォーキング、健康体力
づくり出前講座事業

○健康体力づくり教室
○ヘルシー・フィジカル教室
○市民健康ウォーキング、健康体力
づくり出前講座事業

○健康体力づくり教室
○ヘルシー・フィジカル教室
○市民健康ウォーキング、健康体力
づくり出前講座事業

財源

予算額 （千円）

1,364 予算対応

特定

（千円） （千円）

予算対応

419 一般 945 特定 一般 特定 一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

27

ヘルシー・フィジカル教室検査項目改善者の割合（％） ― 60 60 60

健康体力づくり教室開催数（回） 2 22 25

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② 　レ ①　

1 2 ③ 4 1 2 ③ 4 1 ② 3 4 現状維持 ③ ⑤

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ｂ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　ヘルシー・フィジカル教室では参加者の半数以上に生活習慣病予防に繋がる成果（２６年度参加者の教室前
後の血液等検査より算出）が出ており、参加者の満足度も高い（２６年度参加者アンケートより）が、募集期間や
参加費等の問題により参加に結びつきにくく参加者数が年々減少傾向にある。またカリキュラムの内容としても
講義内容に重複が見られる。周知方法やカリキュラム内容について見直しが必要である。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　カリキュラム内容の精査を行い効果は維持しつつ短期集中型に移行していくことで、教室の効率化を図る。一
方でより多くの市民の運動機会の獲得、及びヘルシー・フィジカル教室参加へと繋げるため短期型の体験教室
を新しく開催したい。ついては効率化により削減されたヘルシー・フィジカル教室の予算分を体験教室の開催へ
と充てたいため、現在の予算額を維持としたい。

区分 年間（4月～3月）

第1次評価コメント 改善案のとおりに工夫して事業を推進すること。

第2次評価コメント -

作成担当者 2142

最終評価者 2140

取組内容

成果

課題



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 健康福祉事業部　福祉課 職名 主任 氏名 米窪　政義 連絡先（内線）

部課等 健康福祉事業部　福祉課 職名 課長 氏名 松田　さよ子 連絡先（内線）

事務事業名 ふれあいセンター広丘施設維持費 担当課 福祉課

概要

対象： 北部圏域の市民、市民全体 体系 C-8-1-4

手段：
施設を指定管理し、介護予防事業や認知症サポートセンター事業、健康相談等を行
う。

新/継 新規

意図： 北部圏域の地域福祉と介護予防の推進を図る 区分 ソフト

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

〇施設の指定管理
〇マイクロバスリース料

〇施設の指定管理
〇マイクロバスリース料

〇施設の指定管理
〇マイクロバスリース料

財源

予算額 （千円）

41,272 予算対応

一般

（千円） （千円）

予算対応

特定 0 一般 41,272 特定 特定 一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

20,000

介護予防等講座開催数 174 400 400 400

施設利用者数 9,648 20,000 20,000

（８月末現在）

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①　

1 2 ③ 4 1 2 ③ 4 1 2 ③ 4 現状維持 ③ ⑤　レ

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

A
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　省エネルギー化を図るため、給湯や暖房機器に使用するペレットとプロパンガスの効率的な使用方法等を研
究する必要がある。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
今年度の光熱水費を参考に次年度以降の指定管理料を検討する。

区分 年間（4月～3月）

第1次評価コメント -

第2次評価コメント -

作成担当者 2111

最終評価者 2110

取組内容

成果

課題



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

備品購入費 備品購入費

32

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 健康福祉事業部　長寿課 職名 主任 氏名 安藤　貴幸 連絡先（内線）

部課等 健康福祉事業部　長寿課 職名 課長 氏名 大和　勝啓 連絡先（内線）

56,232 66,500

工事請負費 工事請負費
68,800

事務事業名 介護予防拠点整備事業 担当課 長寿課

概要

対象： 各地区の市民 体系 C-8-1-4

手段： 介護予防拠点施設を整備し、指定管理により区が運営する。 新/継 継続

意図： 地域住民の主体的な取り組みによる介護予防活動の促進を図る。 区分 ハード

検査手数料 検査手数料
32 0

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）
○設計監理委託料、工事請負費、備品購
入費
大門三・四番町
（鉄筋平屋建て　240㎡）

○設計監理委託料、工事請負費、備品購
入費
堀ノ内
（鉄筋平屋建て　261㎡）

財源

予算額 計 計画額 計
76,032

設計監理委託料 設計監理委託料
5,200

3,800

計画額 計

64,200 2,300

50,400 60,000

4,500

2,000 2,000

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

特定 一般 特定
69,200

一般
6,832

特定 一般
48,200 8,032

介護予防事業利用者数 2,240 3,675 6,000

施設整備数 2 3 4

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

4 1 ② 3

④ ② ①　

1 2 ③ 4 1 2 ③ 4 現状維持 ③ ⑤　レ

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ｂ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た

に生じた問題等

　国の平成２７年度予算の成立の遅れ等もあり、国庫補助金の内示が７月末にずれ込んだ。国の補助金を活用
した事業であり、原則として年度内の事業完了が求められるため、関係者との事前の調整、必要な手続きの確認
などを進めておくことが必要となっている。
　施設整備は進んでいるが、指定管理者側の介護予防事業への更なる取り組みの促進が必要であり、市として
指導を強化していく必要がある。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　国の補助金の予算額は、本年度から縮小され、場合によっては交付対象とならないことも想定される。その場
合、市単補助事業への切り替えとなる。整備予定の区の方針等事前に確認し、補正予算対応とするか事業中止
とするかあらかじめ確認しておく必要がある。

区分 年間（4月～3月）

第1次評価コメント -

第2次評価コメント -

作成担当者 2118

最終評価者 2132

取組内容

成果

課題



平成２７年度　施策評価シート

１　施策の位置付け

C

8

2

２　施策の指標における成果

冊

％

箇所

％

人

箇所

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

1

1

1

2

1

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 健康福祉事業部 職名 課長 氏名 大和　勝啓

所属 健康福祉事業部 職名 部長 氏名 古畑　耕司

基本戦略 シニアが生き生きと活躍できる地域の創造

重点プロジェクト 健康寿命の延伸と住み慣れた地域での生活継続

施策 住み慣れた地域で安心して生活できる基盤の整備

目的
地域医療の確保、医療・介護連携の促進、認知症対策の推進、生活支援事業の実施等を通じて、介護が必要になっても、できる限り住み慣れた地
域で安心して生活することのできる、地域包括ケアシステムの構築を促進します。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値
H25 H26 H27 H28 H29 H29

統計 医療介護連携手帳発行数 ― 0 500

市民
専門医療や夜間・救急医療をいつでも受けることができると感じる
市民（高齢者）の割合

― 46.7 47.0

統計 地域ケア推進会議設置数 ― 1 10

市民
介護サービスや施設が充実していると感じる市民（高齢者）の割
合

― 46.7 維持

統計 地域振興バスの乗降客数 159,721 ― 160,000

統計 認知症カフェ設置数 ― 1 4

⑤

その他
成果

取り組み① 緊急時の医療の確保と地域医療等の充実

手段
救急・災害等の緊急時の広域的な医療提供体制を整えるとともに、かかりつけ医・歯科医・薬局等を中心とする、地域に密着した包括的な保健医療
の充実に向けた取り組みを進めます。また、国民健康保険等の保険事業の適正かつ安定的な運営を図ります。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

32,600
拡充 拡大

地域医療推進事業 健康づくり課 26,263 予算対応 予算対応 維持 維持

①
28,700 30,900

取り組み② 地域包括ケアシステムの構築

手段
高齢者が、できる限り住み慣れた地域で生活を継続していくため、介護保険制度改正への対応を図りつつ、地域での支え合いの活性化を促進する
ための地域ケア会議の設置、生活支援サービスの提供者の育成や連携支援等を進めます。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

2 保健衛生繰出金 健康づくり課 38,559
32,500

地域包括ケアシステム推進事業（介護特会） 長寿課 402 予算対応 予算対応 ○ 拡充 維持 ②

取り組み③ 在宅生活を継続するための支援

手段
在宅生活を継続できる体制づくりを行うため、現在行われている福祉サービスを含め、サービスの向上につながる検討を行います。高齢者の移動手
段の充実のため、より効率的で利便性の高い地域振興バスの運行について検討していきます。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

家庭介護者支援事業 長寿課 24,345 予算対応 予算対応  維持 維持 ⑤

高齢者等生活支援事業 長寿課 14,753 予算対応 予算対応 △ 維持 縮小 ③

取り組み④ 認知症対策の推進

手段 今後、増加し続ける認知症に対し、認知症サポーター養成講座の拡充、認知症相談体制の確立等、認知症にやさしいまちづくりを推進します。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

認知症総合支援事業（介護特会） 長寿課 1,760 予算対応 予算対応 ◎ 拡充 拡大 ①

作成者

評価者

評価視点 評価コメント

事業構成の適正性
　平成２８年度は、認知症対策の拡充を図るとともに、平成２６年１０月に設置した「医療介護連携推進協議会」による連携体制の
更なる検討や「地域ケア推進会議」を段階的に設置する中で、地域住民が高齢者を支えていくための仕組みづくりの検討を重ね
る。

事業の重点化
　平成２８年度は、地域包括支援センター(2箇所)に、認知症地域支援推進員を設置し、支援体制の充実・強化を図ることから「認
知症総合支援事業」を最重点事業とする。また、平成２８年度において、地域ケア推進会議を3地区(塩尻東、洗馬、宗賀地区予
定)に設置し、地域課題の洗い出し等の検討を進めることにより「地域包括ケアシステム推進事業」の重点化を図る。

役割分担の妥当性
　配食や外出支援などの生活支援の検討を進める上で、民間事業者やNPO法人などの活用のほか、地域住民が共に支え合うボ
ランティア活動による支援が重要となることから、支援を受ける側にとっても遠慮なく支援が受けられる有償ボランティア制度の導
入を検討していく。

施策指標の分析



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

予算対応 予算対応

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等健康福祉事業部健康づくり課 職名 主任 氏名 上條　さやか 連絡先（内線）

部課等健康福祉事業部健康づくり課 職名 課長 氏名 三溝　　隆 連絡先（内線）

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

事務事業名 地域医療推進事業 担当課 健康づくり課

概要

対象： 市民全体 体系

手段： 休日当番医、歯科、薬局等の実施や広域的なネットワークによる医療体制の確保

医療機関との連携により地域医療の推進を図り、市民の不安解消や安心、安全を確
保する

区分

C-8-2-1

ソフト

新規

○休日の在宅当番医・歯科医・薬局制事業
○病院群輪番制事業
○松本市小児科・内科夜間急病センター
○木曽広域連合

○休日の在宅当番医・歯科医・薬局制事業
○病院群輪番制事業
○松本市小児科・内科夜間急病センター
○木曽広域連合

○休日の在宅当番医・歯科医・薬局制事業
○病院群輪番制事業
○松本市小児科・内科夜間急病センター
○木曽広域連合

特定 一般 特定 一般

財源

予算額 （千円）

26,263

（千円）

休日当番医、歯科、薬局実施日数 248 248 248

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

90休日当番医、歯科、薬局実施機関数 90 90

3 ④ 現状維持

④ ② ①　

1 2 3 ④ 1 2 ③

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

4 1 2

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ａ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い

作成担当者

最終評価者

取組内容

成果

課題

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　休日当番医について塩筑医師会に委託をしてるが、診療科ごとの対応でないため、小児の発熱等による問い
合わせ・受診に対応できず、市外の小児科医を紹介する等、苦慮している。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
引き続き、市内の３師会との連携及び広域的なネットワークにより、地域の医療体制を確保する。

区分 年間（4月～3月）

2143

2140

第1次評価コメント -

第2次評価コメント -

（千円）

新/継

意図：

③ ⑤　 レ

248

90

特定 一般



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

両小野国保繰出金 両小野国保繰出金

※その他事業は予算対応 ※その他事業は予算対応

○評価指標

※中間値は7月末時点

○事中評価

○事後評価

部課等 健康福祉事業部健康づくり課 職名 課長補佐 氏名 塩原正巳 連絡先（内線）

部課等 健康福祉事業部健康づくり課 職名 課長 氏名 三溝　隆 連絡先（内線）

事務事業名 保健衛生繰出金 担当課 健康づくり課

概要

対象： 楢川地区及び両小野地区の市民 体系 C-8-2-1

手段：
両小野国保診療所、楢川診療所の診療所運営に必要な経費及び両小野国保診療
所の新築移転に必要な資金係る繰出金を拠出する。

新/継 継続

意図：
地域の存続基盤である地域医療を確保することにより、多くの地域住民が地元で診
療を受けることを可能とし、健康の保持増進を図る。

区分 ソフト

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○国保楢川診療所事業繰出金（指定
管理料、起債償還等）
○両小野国保診療所会計繰出金
○自宅医療等モデル事業（仕組みづく
り）

○国保楢川診療所事業繰出金（指定
管理料、起債償還等）
○両小野国保診療所会計繰出金
○自宅医療等モデル事業（試験的な
運用）

○国保楢川診療所事業繰出金（指定
管理料、起債償還等）
○自宅医療等モデル事業（試験的な
運用）
○両小野国保診療所会計繰出金

財源

予算額 （千円）

38,559

特定 一般

（千円） （千円）

32,500 32,600

28,700 30,900

32,500 32,600
特定 一般 28,700 特定 一般 30,900

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

0％（同率）

両小野診療所患者数の前年対比（％） 12.5％増 5％増 5％増 5％増

楢川診療所患者数の前年対比（％） 8.5%減 0％（同率） 0％（同率）

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

4 1 2 ③

④ ② ①　レ

1 2 3 ④ 1 ② 3 4 現状維持 ③ ⑤

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

C
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　楢川診療所については、患者数が減少傾向である。また、前年度から指定管理者による運営管理を行ってい
るが、施設の老朽化による雨漏り等が生じているため、屋根等の修繕が必要である。
　両小野国保診療所については、JA厚生連富士見高原医療福祉センターにより１０月から新診療所が開設さ
れているが、医療機器購入価額の増、現診療所の解体工事に係る労務単価の上昇等により、市町負担金の増
額が必要となっている。
　旧両小野国保診療所跡地の取扱いと、両小野国保病院組合の解散時期の検討が必要である。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

・楢川診療所の施設修繕及び両小野診療所の整備費増に伴う繰出金の増額
・旧両小野国保診療所跡地の取扱いと、両小野国保病院組合の解散時期の検討

区分 年間（4月～3月）

第1次評価コメント -

第2次評価コメント 提案どおり実施すること。

作成担当者 2143

最終評価者 2140

取組内容

成果

課題



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 職名 氏名 連絡先（内線）

部課等健康福祉事業部　長寿課 職名 課長 氏名 大和　勝啓 連絡先（内線）

事務事業名 地域包括ケアシステム推進事業 担当課 長寿課

概要

対象： 市民、医療、介護関係者 体系 Ｃ-8-2-2

手段：
地域ケア推進会議を開催し、地域の課題を把握する。医療介護連携推進協議会を
開催する中で、連携手帳の作成、勉強会等を開催する。

新/継 新規

意図：
医療、介護、生活支援などを一体的に提供できるシステムづくりによる高齢者が住み
慣れた地域で暮らし続けられる社会の構築を目指す。

区分 ソフト

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）
○医療介護連携推進協議会の開催、連携
手帳の作成
○地域ケア推進会議開催

○医療介護連携推進協議会の開催、連携
手帳の作成、運用
○地域ケア推進会議開催

○医療介護連携推進協議会の開催、連携
手帳の作成、運用
○地域ケア推進会議開催

財源

予算額 （千円）

　 402 予算対応

特定

（千円） （千円）

予算対応

312 一般 90 特定 一般 特定 一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

10

医療介護連携手帳発行数 27 50 150 500

地域ケア推進会議設置数 1 3 6

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ②　レ ①　

1 2 3 ④ 1 ② 3 4 1 2 ③ 4 現状維持 ③ ⑤

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ｃ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　地域ケア推進会議の参集範囲や進め方について再検討を行う必要があり、事前に地域の社会資源と地域の
課題を把握した上で、方向性をもって地区に入る必要がある。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）
地域ケア推進会議の設置数の増及び連携手帳の増刷が必要となることから予算増とする。

区分 年間（4月～3月）

第1次評価コメント -

第2次評価コメント 提案どおり実施すること。

最終評価者 2132

取組内容

成果

課題

作成担当者 健康福祉事業部　長寿課 主任 尾崎祥代 2131



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

予算対応 予算対応

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等健康福祉事業部　長寿課 職名 主事 氏名 山田　直史 連絡先（内線）

部課等健康福祉事業部　長寿課 職名 課長 氏名 大和　勝啓 連絡先（内線）

事務事業名 家庭介護者支援事業 担当課 長寿課

概要

対象： 在宅で要介護者を介護している家庭介護者 体系 C-8-2-3

手段：
要介護3～5の方を在宅で介護している家庭に対し、要介護者家庭介護者慰労金を
支給する。(要介護3:年4万円、要介護4、5:年8万円)

新/継 継続

意図： 在宅介護する家庭の経済的負担の軽減を図る 区分 ソフト

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○要介護者家庭介護者慰労金の支給 ○要介護者家庭介護者慰労金の支給 ○要介護者家庭介護者慰労金の支給

財源

予算額 （千円） 　

　 24,345

特定 0

（千円） （千円）

一般 24,345 特定 一般 特定 一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

350慰労金支給世帯 0 335 340

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①　

1 2 ③ 4 1 ② 3 4 1 ② 3 4 現状維持 ③  ⑤　レ

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ｂ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

毎年１１月１日の基準日により、支給対象世帯を抽出するため未実施である。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　平成２８年度は現状維持とするが、現金で支給する以外の選択肢（例：介護サービス助成券の充実）を検討す
る必要がある。(今後、在宅サービスを拡充する際に、支給金額の見直しを検討する。)

区分 年間（4月～3月）

第1次評価コメント H28年度中に見直しの合意形成を図ること。

第2次評価コメント -

作成担当者 2119

最終評価者 2132

取組内容

成果

課題



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

予算対応 予算対応

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等健康福祉事業部　長寿課 職名 主事 氏名 山田　直史 連絡先（内線）

部課等健康福祉事業部　長寿課 職名 課長 氏名 大和　勝啓 連絡先（内線）

事務事業名 高齢者等生活支援事業 担当課 長寿課

概要

対象： ６５歳以上及び介護を必要とする市民 体系 C-8-2-3

手段：
緊急通報体制整備・日常生活用具貸与・高齢者にやさしい住宅改良促進事業補助・
訪問理美容師派遣・社会福祉法人等利用者負担軽減

新/継 継続

意図： 支援の必要な在宅高齢者が安心して生活できる環境を整備する。 区分 ソフト

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）
○緊急通報体制整備○日常生活用具貸
与○高齢者にやさしい住宅改良促進事業
補助金交付○訪問理美容師派遣○社会
福祉法人等利用者負担軽減

○緊急通報体制整備○日常生活用具貸
与○高齢者にやさしい住宅改良促進事業
補助金交付○訪問理美容師派遣○社会
福祉法人等利用者負担軽減

○緊急通報体制整備○日常生活用具貸
与○高齢者にやさしい住宅改良促進事業
補助金交付○訪問理美容師派遣○社会
福祉法人等利用者負担軽減

財源

予算額 （千円）

　 14,753

特定 4,387

（千円） （千円）

一般 10,366 特定 一般 特定 一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

現状維持

電磁調理器貸与数 2 3 5 7

緊急通報装置設置世帯数 105 105 現状維持

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①　

1 2 ③ 4 1 ② 3 4 1 ② 3 4 現状維持 ③　レ ⑤

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

C
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　緊急通報装置の松本広域消防局が運営する装置の廃止(H27年度末)に伴い、業者の新規参入をどうするか
検討する必要がある。
　区単位で設置するミニケア会議において、認知症高齢者の火の扱いが心配であるという意見が多くあること
から、その対策が課題となっている。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　緊急通報装置について、利用料金の安い業者の新規参入を検討する。
　電磁調理器の貸与数は現在、２件のみであることから、周知方法の見直しを行い、必要な世帯への貸与数を
増やしていく。

区分 年間（4月～3月）

第1次評価コメント H27年度の移行経費分（1,000千円）はコストを削減すること。

第2次評価コメント -

作成担当者 2119

最終評価者 2132

取組内容

成果

課題



平成２７年度　事務事業評価シート

○実施計画

計画額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等健康福祉事業部　長寿課 職名 係長 氏名 百瀬　英之 連絡先（内線）

部課等健康福祉事業部　長寿課 職名 課長 氏名 大和　勝啓 連絡先（内線）

事務事業名 認知症総合支援事業 担当課 長寿課

概要

対象： 認知症の人とその家族、市民全体、市内事業所 体系 Ｃ-8-2-4

手段：
認知症サポーター養成講座の開催、認知症サポーターのいる店等の認定、やすらぎ
支援員の派遣、認知症カフェ

新/継 継続

意図：
認知症に対する理解が深まり、認知症の人が住みなれた地域で暮らし続けることの
できる環境を整備する。

区分 ソフト

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

認知症サポーターの養成
認知症カフェへの補助金交付

認知症サポーターの養成
認知症カフェへの補助金交付

認知症サポーターの養成
認知症カフェへの補助金交付

財源

予算額 （千円）  

1,760

特定 1,373 一般

（千円） （千円）

予算対応 予算対応

387 特定 一般 特定 一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

20

認知症カフェ設置数 2 3 3 4

認知症サポーター養成講座開催 0 15 15

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

4 1 ② 3

④ ②　 ①　レ

1 2 ③ 4 1 ② 3 4 現状維持 ③ ⑤　

低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ｃ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

　認知症サポーター養成講座の講師を務めることができる「キャラバン・メイト」は、講師として活動する機会が
少ない状況にある。
　認知症カフェについては、計画する２箇所のうち、１箇所が補助金申請中である。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　認知症カフェに対する補助金及び認知症サポーター養成講座に係わる予算は、現状維持とするが、認知症地
域支援推進員を設置するための予算(研修負担金等)などを新たに計上する。

区分 年間（4月～3月）

第1次評価コメント 認知症地域支援推進員は現状人員で対応すること。

第2次評価コメント -

作成担当者 2126

最終評価者 2132

取組内容

成果

課題


